
 

 

 

 

 

 

大分市総合計画基本構想・第 1 次基本計画等 

の策定に関する最終提言 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年２月３日 

大分市総合計画基本構想・第１次基本計画検討委員会 

 

 

  



 

  



 

 

目 次 

 

【はじめに】                  ・・・・・・・・・・・・・・  １ 

 

【大分市の目指す方向について】   ・・・・・・・・・・・・・・  ２ 

 

【各政策分野における現状・課題と施策展開について】 

第１部 豊かな個性をはぐくみ、ともに成長できるまち ・・・・・  ８ 

 

第２部 共生する社会を実現し、安心して暮らせるまち ・・・・・ １１ 

 

第３部 新たな価値を創造し、未来に挑戦できるまち  ・・・・・ １７ 

 

【第３期大分市総合戦略について】   ・・・・・・・・・・・・・・ ２４ 

 

【おわりに】            ・・・・・・・・・・・・・・ ２５ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

  



1 
 

【はじめに】 

本委員会は、令和６年５月１７日に学識経験者や若者をはじめ市民等を代表

する５４名が委嘱を受け、新たな大分市総合計画基本構想・第１次基本計画の策

定に係る検討を開始した。 

大分市総合計画「おおいた創造ビジョン２０２４ 第２次基本計画」が策定さ

れた令和２年３月から現在までの間に、大分市ではさらに人口減少が進行して

おり、少子高齢化の中においても、地域の特性を生かし、将来にわたって持続可

能な自律したまちづくりを進めていくことが求められる。 

このようななか、新たな大分市総合計画の基本構想に掲げる目指すまちの姿

（都市像）を実現していくために、大分市を取り巻く社会情勢の変化を踏まえる

とともに、現状をしっかりと把握・分析し、新たな課題やニーズを的確にとらえ

た上で、これらに対応する政策・施策展開が図られる計画を策定する必要がある

と考える。 

本委員会は、こうした背景のもと、これからの大分市のまちづくりの目標や方

向性について、さまざまな観点から検討を進めてきたところである。 

検討に当たっては、計画を実効性のあるものとするために、市民をはじめとす

る多様な主体と連携が欠かせないものであると考え、市民に分かりやすい計画

とすること、市民の意見を十分に反映した計画となることを基調として議論し

てきたところである。 

本委員会では、新しい大分市総合計画を検討するにあたり、４つの部会に分か

れ、担当する分野を中心に検討を行うとともに、部会代表者会議を通じて全体の

調整を図ってきた。その結果、各部会における意見について集約ができたので、

最終提言として報告するものである。 

なお、人口減少社会への対応として、引き続き、国が重要政策として掲げる  

地方創生の取組を進めることが求められていることから、本委員会では、   

第３期大分市総合戦略についても併せて検討を行い、必要な提言を行うもので

ある。 
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【大分市の目指す方向について】 

（１） 大分市を取り巻く社会情勢と課題 

  大分市の１０年先を見据えたまちを思い描く上で、次の８つの社会情勢と

課題を踏まえる必要がある。 

 ●加速する少子高齢化と人口減少 

    大分市の人口は、平成２８年をピークに減少しており、今後も少子高齢化が

進むことが予測される。また、人口はもとより移住者数、ふるさと納税額、

企業誘致などのさまざまな点で「都市間競争」が激化しており、大都市をは

じめとした他都市への人口流出による社会的な人口減少の加速化とそれに

伴う影響が懸念される。今後とも、地域の特性を生かした移住・定住の促進

や関係人口の増加が図られる独自性の取り組みが必要である。  

 ●地域におけるつながりの希薄化 

  急速な少子高齢化の進展や単独世帯の増加、ライフスタイルの変化などに

より、地域でのつながりが希薄化し、地域コミュニティ機能が次第に低下し

ており、社会的に孤立してしまう人が出るなど、地域における安全・安心の

確保が危惧される。住民や自治会、NPO、ボランティア団体や学生団体等、

多様な主体と連携することにより、地域コミュニティの活性化を後押しす

る取組を推進していく必要がある。 

 ●安全・安心な社会への意識の高まり 

  近年、全国各地で豪雨や大規模地震などの自然災害が発生し、大きな被害を

もたらしており、大分市においても近い将来、南海トラフ地震など大規模な

災害が予想されている。また、日常生活においても特殊な詐欺犯罪が増加し

ている。行政による危機管理体制や強靭な都市基盤整備、市民一人ひとりの

自助、共助の意識を高めることで、事前防災や減災、防犯の取組を充実させ

る必要がある。 

 ●ライフスタイルの多様化 

  「物質的な豊かさ」よりも「精神的な豊かさ」を重視する人が多い現代社会

では、ライフスタイルが多様化し、一人ひとりの個性や考え方を尊重する意

識が高まっている。多様な価値観を認め合い、年齢や性別、障がいの有無に

かかわらず、さまざまな場面で活躍できる社会の実現が求められる。 
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 ●デジタル化の進展 

  近年、デジタル化が急速に進展するなか、市民の生活や働き方にも大きな変

化が生じている。今後もデジタル技術の進化により、新たなサービスの創出

が予想されるが、個人情報の保護や情報セキュリティの強化、情報格差の是

正などに配慮し、誰もが、いつでも、どこでも、デジタル化の恩恵を受ける

ことができ、安全で快適に暮らせる社会の構築に取り組む必要がある。  

 ●グローバル化の進展 

  企業の国際的な競争の激化、外国人旅行者の増加、さらには生産年齢人口の

減少に対応するための外国人労働者の受け入れなど、社会経済活動のグロ

ーバル化が拡大している。世界で活躍できる人材の育成、地域資源や観光資

源等の魅力を世界に向けて積極的に情報発信する取組、そしてあらゆる国

籍の人々が安心して暮らし、活躍することができる多文化共生社会の構築

が求められる。 

 ●脱炭素社会の実現に向けた取組の広がり 

  大分市内には大規模な工場やコンビナートが立地しており、生産力が高い

一方で県内の温室効果ガス排出量の約８割を占めている。脱炭素社会の実

現に向け、国や県等の動きも踏まえる中、市民・事業者・行政の各々が主体

となって地球温暖化対策の取組を推進していく必要がある。 

 ●行財政改革の推進 

  市税の大幅な増収が期待できない一方、扶助費をはじめとする社会保障関

係費や老朽化が進む公共施設等の維持管理及び更新経費等の増加が見込ま

れている。今後、財政の硬直化がますます深刻となることが懸念され、次世

代への責任の視点に立って改革を進め、財政を健全化することが必要であ

り、財源や人材などの限られた行政資源の有効かつ効率的な活用を図り、持

続可能な行財政運営を確立していく必要がある。 
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（２）目指すまちの姿（都市像）について 

『誰もが“幸せ”を実感できるまち ＯＩＴＡ』 

 目指すまちの姿（都市像）を実現するためには、次の３つ考えを基本に、 

「ひとを中心としたまちづくり」を進めていくことが重要である。 

 

・すべてのひとが、身体的・精神的・社会的にも満たされ、誰もが“幸せ”を

実感することができる、ウェルビーイングな社会の実現が求められる。 

 ・これまで先人から受け継いできたまちの個性や特性を守り育てながら、市民

一人ひとりの幸せな暮らしの実現に向けて、新たなまちの活力や価値を生

み出し、次の世代へ“まちづくりのバトン”をつないでいく必要がある。 

 ・市民と行政が一体となって幸せを実感できる未来への思いを一つにして、新

しい時代にふさわしいまちづくりを進め、市民一人ひとりの幸せな暮らし

を追求していく必要がある。 

  

 

（３）都市像実現のための目指すまちの方向性 

  目指すまちの姿（都市像）を実現するためには、目指すまちの方向性として

掲げる３つの「基本的な政策」に沿った各種施策を展開する必要がある。 

 ◎豊かな個性をはぐくみ、ともに成長できるまち 

 ・安心してこどもを産み育てることができ、未来を担うこどもたちが健やかに

成長できる環境を築いていくことが必要である。 

 ・特に、次代を担う若者が、大分市の魅力を実感し、「住みたい」「住んでよか

った」と思える郷土愛をはぐくむまちづくりを行う必要がある。 

 ・市民一人ひとりの個性が尊重され、文化・芸術・スポーツを通じて、いきい

きと暮らすことができるまちづくりを進める必要がある。 

 

 ◎共生する社会を実現し、安心して暮らせるまち 

 ・市民一人ひとりが人権を尊重して多様性を認め合い、お互いに支え合い、助

け合える共生社会の実現が必要である。 

 ・災害や交通事故、犯罪等から市民の生命・財産を守り、安全・安心な社会を
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実現するため、行政による基盤づくりや、市民や関係団体との連携に取組む

必要がある。 

 

 ◎新たな価値を創造し、未来に挑戦できるまち 

 ・未来に挑戦し、持続可能な社会を実現するためには、都市基盤の整備や企業

の成長、雇用の確保など、市民の生活基盤を整える必要がある。 

 ・私たちの「食」を支えるだけでなく、森林の保護や木材の提供まで行ってい

る第一次産業の持続可能な経営基盤を整える必要がある。 

 ・カーボンニュートラルの実現や自然・歴史・文化に配慮したまちづくりを進

め、未来への責任を果たすことが求められる。 

 ・デジタル技術をはじめとした最新技術を活用することで、市民生活の利便性

が高まること、また、経済・産業分野など多方面への相乗効果とイノベーシ

ョンを生み出すことが求められる。 

 

 

（４）計画推進の基本姿勢について 

  目指すまちの姿（都市像）の実現に向けて、効果的に計画を推進する上では、

次の７つの基本姿勢により進めていく必要がある。 

 

○ひとを中心としたまちづくり 

 ・少子高齢化と人口減少が進行するなか、地域社会を維持し、活性化していく

ためには、社会経済情勢の変化や多様化する市民ニーズを的確に把握し、柔

軟に対応していくことが必要である。 

 ・市民、地域コミュニティ、行政が一体となって、地域の活力と魅力を最大限

に引き出す、ひとを中心としたまちづくりを進めていく必要がある。 

 ・次代を担う若者が本市の魅力を実感し、住み続けたい、戻ってきたいと思え

る郷土愛をはぐくむこと、併せて、未来に向けて挑戦し活躍できるまちづく

りを進めていく必要がある。 

 

○地域の個性を生かした自立したまちづくり 

・ひとを中心としたまちづくりを積極的に推進するためには、住民に最も身近

な基礎自治体として、自主性・自立性を十分発揮することが重要である。 

・各地域の実情やその特性を生かすとともに連携により活力に満ちた魅力あ
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るまちづくりを進めていく必要がある。 

 

○新たな時代の市民ニーズに対応した多様な連携 

・ライフスタイルの多様化やデジタル化の進展等により、行政需要が高度化す

るなか、さまざまな地域課題や市民ニーズに的確に対応するため、国や県を 

はじめ、大分都市広域圏の市町等の自治体、企業、NPO、大学等の高等教育

機関など多様な主体と連携を図る必要がある。 

・関係機関相互の特徴を生かしながら、それぞれの限られた資源を有効に活用

することで、これまで以上に充実した行政サービスを効率的・効果的に提供

することが求められる。 

 

○計画に基づく政策・施策の推進 

 ・さまざまな地域課題や市民ニーズの的確な把握に努めながら、この基本計画

に掲げられた諸施策や関連する各種計画を着実に推進する必要がある。 

 ・総合計画の進行管理を適正に行うため、行政評価を通じて事業の成果等の検

証を行うとともに、その結果を踏まえた施策や事務事業を展開する必要が

ある。 

 

○デジタル技術の活用等による地方創生の更なる推進 

 ・人口減少が進行するなか、将来にわたって活力ある社会を維持し、自律的で

持続可能なまちづくりを進めていくため、「大分市総合戦略」を策定し、地

方創生の取組をより一層、充実・強化していく必要がある。 

 ・取組に当たっては、産業や行政、教育など様々な分野においてデジタルの力

を活用することで、イノベーションや人の流れを生み、暮らしやすい魅力的

なまちづくりが求められる。 

 

○地方分権改革の推進 

・地方分権改革は、地方公共団体と地域住民が自らの判断と責任において、多

様化・複雑化した地域の諸課題の解決を図るための基盤となるものである。

今後も住民や NPO など多様性に富んだ地域の主体とともに、地域特性を生

かしたまちづくりを行うため、引き続き地方分権改革を推進していく必要が

ある。 
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○持続可能な行財政運営の推進 

 ・基礎自治体として、市民福祉の向上を目指し、将来にわたって質の高い行政

サービスを提供するため、自主的な行政運営を可能とする安定した財政基

盤が不可欠である。今後も、不断の行政改革に取り組み、人材・財源などの

限られた行政資源の最大限の有効活用を図ることで、持続可能な行財政運

営の推進が求められる。 
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【各政策分野における現状・課題と施策展開について】 

 ３つの基本的な政策を具体的に進めていくためには、分野毎に現状と課題  

を把握したうえで施策を展開する必要がある。 

 また、新しい総合計画では、施策毎に目指す姿を示すこととしており、その

進捗状況を把握するためにも、目標設定においては、市民にどのような効果を

もたらしたのか、市民の生活実感に基づいた評価等により、施策の見直しを行

いながら目指す姿に近づけていくことも重要である。 

 

第 1 部 豊かな個性をはぐくみ、ともに成長できるまち 

 

第１章 こども・子育て支援の充実 

  １ 結婚・妊娠・出産・子育ては、個人の自由な意思決定に基づくものであり、

自らが主体的に、それぞれの状況に応じた必要な支援を選択できること

が必要である。 

  ２ こどもに対する支援はもちろんのこと、保護者に対する支援の充実を図

ることで、社会全体の子育てに対する意識も変わってくる。段階に応じた

多様な子育てニーズに対応することができるよう、子育てに関する情報

提供に加え、こどもや家庭に対する切れ目のない、きめ細やかな支援が必

要である。 

  ３ 核家族化や共働き世帯の増加といった社会的変化を背景とする子育ての

孤立化の対策として、行政のみならず、企業や地域住民などのさまざまな

担い手と協働し、地域や社会全体で子育て支援を推進する必要がある。 

 

第２章 豊かな人間性の創造 

第 1節 生きる力をはぐくむ学校教育の充実 

  ４ 学校は生きる力をはぐくむ場所であるとともに、人格形成の場所でもあ

る。こどもたちが変化の激しい社会と主体的に向き合い、多様な他者と協

働しながら、豊かな人生を切り拓くことができるよう、こどもの人格形成

をサポートする必要がある。 

  ５ 学校においては、多様なこどもたちが誰一人取り残されない「個別最適な

学び」と、こどもたちの多様な個性を最大限に生かす「協働的な学び」の

一体的な充実を図る必要がある。 

  ６ 障がいの有無に関わらず、こどもたちが共に学ぶことを目指すインクル
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ーシブ教育システムの構築に努め、誰一人取り残されることのない多様

な学びの保障が必要である。また、人権尊重を基盤に一人ひとりの教育的

ニーズに応じた教育活動を展開することが重要である。 

  ７ 教員の ICT活用指導力の向上を図り、ICTの日常的・効果的な活用やプロ

グラミング教育等を通じて児童生徒の情報活用能力を育成する等、情報

教育の推進に努める必要がある。 

  ８ 人格形成の基礎を培う幼児期の教育においては、質の高い教育・保育を総

合的に提供することが必要である。幼児期の教育と小学校教育との円滑

な接続や義務教育９年間を見通した系統的な教育を行う小中一貫教育の

さらなる推進が必要である。 

第２節 こどもたちの学びを支える教育環境の充実 

  ９ 不登校児童生徒の社会的自立に向け、多様な学びの場や居場所の確保に

努める等、誰一人取り残されることのない学びの保障が求められている。

また、生徒指導上の諸課題への迅速かつ効果的な対応が求められている。 

  10 教育上特別な支援を必要とする児童生徒はもとより、教職員に対しても

同様に合理的配慮の提供が必要である。 

  11 各学校においてリーダーシップを発揮していく世代の教員への学びのサ

ポートが必要である。 

  12 学校の働き方改革を進めるに当たり、家庭や地域など社会全体の理解促

進に努めることが重要である。 

  13 学校施設のバリアフリー化や省エネルギー化等による安全・安心な環境

の提供はもとより、多様な形態による学習活動への対応に努めることで、

教育環境の向上を図る必要がある。 

第３節 社会教育の推進と生涯学習の振興 

  14 こどもの将来を見据え、様々な事象への興味・関心を高めるような学習機

会の提供に努める必要がある。また、多様な年代や多彩な属性等、すべて

の人が生涯を通じて学び続けることができるよう多種多様な学習活動の

ニーズに応えることが重要である。 

  15 地域で活躍する団体や個人等に対する支援や更なる連携の強化に加え、

こどもの健全な成長をサポートする人材の育成が今後ますます重要とな

る。学校、家庭、地域が連携・協働し、より多くの地域住民等がこどもた

ちの成長を支えることのできる基盤を整備していく必要がある。 

  16 社会教育関係団体等、多様な主体と連携・協働し、生涯学習の支援体制の
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充実を図る必要がある。 

  17 さまざまな人権問題への正しい理解と認識を深めるとともに、真に人の

痛みが分かり、思いやりとやさしさに満ちた感性豊かな人間性をはぐく

むことが求められている。 

 

第３章 スポーツの振興 

  18 スポーツは、「楽しむスポーツ」や「競技としてのスポーツ」があるが、

いずれも指導者の育成や選手の競技力の向上が重要である。また、スポー

ツを「する」、「みる」だけでなく、「支える」といった多様なニーズに応

えることが求められている。 

  19 スポーツの振興においては、年齢や性別、障がいの有無等を問わず、誰も

が気軽にスポーツを楽しめる環境の整備が必要である。 

  20 スポーツがより身近なものになるよう、広報活動のより一層の充実が求

められている。スポーツへの関心の高まりを、まちづくりの取組へと転化

させ、定着させることが重要である。 

 

 第４章 個性豊かな文化・芸術の創造と発信 

  21 多言語に対応した戦略的な情報発信を行う等、市民をはじめ、市外県外の

人や外国人が文化・芸術に触れる機会のさらなる充実が求められている。 

  22 文化・芸術により生み出されるさまざまな価値を観光やまちづくりなど

の幅広い関連分野へ活用することが求められている。 

  23 文化財や伝統文化の滅失・散逸を防ぐために、大学や民間団体等との連携

を図りながら、専門的な人材の育成や確保に努める必要がある。また、文

化財や伝統文化を着実に次世代へ継承し、地域の振興や活性化につなげ

ることが重要である。 

 

 第５章 国際化の推進 

  24 あらゆる国籍の人々が地域の一員として安心して暮らすことができる多

文化共生意識を醸成するために、市民に対する意識の啓発や外国にルー

ツを持つ人々と日本人の交流の機会が求められている。 

  25 入国直後や就学、子育てなど、外国にルーツを持つ人々のライフステージ

に合わせ、言葉や文化の壁を乗り越えるためのサポートが必要である。 

  26 海外の活力を取り入れ、まちの活性化につなげることが求められている。 
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 第２部 共生する社会を実現し、安心して暮らせるまち 

 

第１章 地域コミュニティの活性化 

  １ 地域の課題を解決していくためには、地域課題の解決策を市民が主体的

に考え行動する、市民が主体となった自主・自立のまちづくりを推進して

いくことが重要である。   

  ２ 市民との協働により地域づくり活動を推進するなかで、地域を担う人材

の育成・確保に取り組むとともに、地域の活力と魅力を最大限に引き出し、

地域コミュニティをさらに活性化させていくことが重要である。また、市

民と行政のあり方や地域づくり活動の実施主体について、市民への周知

に取り組むことも重要である。 

 

第２章 人権尊重社会の形成 

第 1節 人権教育・啓発の推進 

  ３ 市民と行政が一体となって、家庭・地域・学校・職場等あらゆる場におい

て、人権教育・啓発を推進し、市民一人ひとりの人権意識の普及、高揚に

努めることが必要である。また、さまざまな人々が分け隔てなく、多様性

を認め合い、暮らしていくことができる地域共生社会を目指すことが求

められる。 

  ４ 部落差別解消推進法・障害者差別解消法・ヘイトスピーチ解消法の施行を

受け、「国及び地方公共団体の責務」を認識する中で、「相談体制の充実」

「教育及び啓発」等、部落差別・障害者差別・外国人差別の解消に向け、

取組むことが必要である。 

  ５ 複雑・多様化するインターネットや SNS 上における誹謗中傷などの人権

問題について、より効果的な人権教育・啓発が必要である。 

  ６ こども・女性・高齢者・障がい者等のあらゆる人権問題について、解決・

救済に向けた相談体制の構築、啓発活動の充実が求められる。 

第２節 男女共同参画社会の実現 

  ７ 人権尊重・男女平等の観点から、すべての人がその個性と能力を十分発揮

し、お互いに認め合い、責任を担い合っていける豊かな社会づくりを進め

ていく必要がある。 

  ８ 市の拠点施設である大分市男女共同参画センター（たぴねす）を核に、登

録団体、企業、関係機関等と連携し、家庭、地域、学校および職場へのさ
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らなる教育と各種啓発を進めていく必要がある。 

  ９ あらゆる分野で男女がともに活躍できる社会の実現に向けて、配偶者等

からの暴力の根絶など加害者を作らないという視点での取組を推進する

必要がある。また、性暴力被害の防止、妊娠・出産期における女性の健康

支援、女性の貧困等への対策など、社会的に困難を抱えた女性への支援も

必要である。 

 

第３章 社会福祉の充実 

第 1節 地域福祉の推進 

  10 幅広い世代の市民に対して、地域活動の重要性を理解してもらうための

啓発や意識の醸成に取り組むことが必要である。また、継続的かつ持続的

に地域福祉を推進することができる人材の育成・確保が必要である。  

  11 世代を超えた市民同士だけでなく、さまざまな団体との連携を促進する

ためには、相互に支え合い、助け合うことのできる交流の場づくりが必要

である。 

  12 どこに相談したらいいかわからない人や、支援を訴えることができない

人などに対して、行政から積極的にアプローチして、困りごとをキャッチ

できるような体制の充実が必要である。 

  13 複雑化・複合化した課題を抱える個人や世帯に対する支援や「制度の狭

間」の問題など、既存の制度による解決が困難な課題に対する取組が求め

られている。   

第２節 高齢者福祉の充実 

  14 中長期的な人口動態や介護ニーズの推移など、将来を見据えた上で、「地

域包括ケアシステム」の深化を着実に進めるとともに、それを支える人材

の確保や介護現場における生産性向上等について、地域の実情を踏まえ

ながら推進していくことが重要である。 

  15 認知症高齢者やひとり暮らし高齢者世帯、高齢者夫婦世帯が増加する中

で、高齢者本人の意思が尊重され、安心して暮らし続けることができるた

めの体制の整備が必要である。 

  16 高齢者のみならず、地域住民や地域の多様な主体が参画し、分野を超えて

つながることで、市民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともにつく

っていく、｢地域共生社会｣の実現が重要である。 
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第３節 障がい者（児）福祉の充実 

  17 障がいのある人が住み慣れた地域で安心して暮らせるには、ニーズを的

確にとらえ、生涯を通じて切れ目のない、きめ細かなサービスのさらなる

充実が求められている。 

  18 インターネット等を活用した分かりやすい情報提供に努め、健常者と障

がいのある人との間の情報格差を是正する必要がある。また、障がいのあ

る人の社会参加を進め、地域で充実した生活を送ることができる環境づ

くりを進める必要がある。 

  19 地域社会や関係機関、国や県、他市町村とのさらなる連携を図り、困りご

とをキャッチする体制の強化等、さまざまな環境下にある障害のある人

への包括的な支援体制を構築する必要がある。 

第４節 社会保障制度の充実 

  20 国民健康保険制度については、健康保持と疾病の発症・重症化予防に重点

を置いた保健事業に取り組み、一人当たり医療費の上昇を抑制し、国保財

政の健全化に努める必要がある。  

  21 生活保護制度・生活困窮者自立支援制度については、個々の状況にあわせ

て就職に向けたさまざまな支援を行う就労支援事業をはじめ、生活保護

世帯や生活困窮者世帯の安定した生活の確保及び自立に向けた各種支援

の促進が必要である。 

 

第４章 健康の増進と医療体制の充実 

第 1節 健康づくり推進 

  22 生活習慣病の発症・重症化予防や介護予防には、若い頃から生活習慣病予

防に取り組むこと、また、心の健康を維持するためには、正しい知識の普

及啓発を行い、悩みやストレス等を相談できる体制を構築することが重

要である。 

  23 市民に、より身近で、地域の実情にあった保健サービスを提供するには、

個人を取り巻く社会環境の整備やその質の向上を図ることが必要である。 

  24 市民一人ひとりの主体的な取組を支援するためには、保健、医療、福祉、

教育及び労働等関係団体が相互に連携を図り、協働して健康づくりの推

進に取り組むことが必要である。 

 



14 
 

 

第２節 地域医療体制の充実 

  25 市民の“こころ”と“からだ”の健康を支えるため、誰もが、いつでも、

どこでも安心して医療サービスが受けられるよう、関係機関との連携を

図りながら、地域医療体制を築いていく必要がある。 

  26 地域医療体制を整備するうえで、医療機関との連携や看護職の定着を促

進するための人材育成・人材確保の視点も重要である。 

  27 医療従事者などの救急医療資源に限りがあるなか、市民が適切な医療を

受けられるよう、関係機関と連携を図りながら、より質の高い救急医療体

制を構築し、提供することが求められている。 

  28 健康危機事象に対して平時から備えつつ、事象発生時には迅速な対応に

より、被害を最小限に抑え、市民の生命及び健康を守るため、健康危機管

理体制の強化が求められている。 

  第３節 清潔で安全な生活環境の確立 

  29 食品への異物混入防止や適正な表示、野菜等への適正な農薬使用に加え、

いわゆる「健康食品」に起因する健康被害の防止のために計画的な監視・

指導や効果的な啓発が重要である。 

  30 市民の食の安全を脅かす食中毒や食品の違反、健康被害等に対し、発生時

の対応はもとより、平常時から国や県などの関係機関と緊密な連携・協力

を行うとともに、的確かつ迅速な対応が行えるよう危機管理体制の一層

の強化が重要である。 

  31 生活衛生関係施設をさらに高い水準で良好な衛生状態を維持するために、

計画的な監視・指導だけでなく施設管理者に対する情報提供が必要であ

る。 

  32 ペットの適正な飼養と管理など日常生活における衛生意識の向上を図る

ために、関係団体との連携や効果的な啓発、飼い主のマナー意識の向上が

重要である。 

 

第５章 防災・減災力の向上 

第 1節 防災・減災・危機管理体制の確立 

  33 市民の防災意識の向上や防災活動の活性化など自然災害に備えた事前対

策とともに、災害時の迅速な情報収集・伝達、新たなデジタル技術などの

活用、要配慮者へのきめ細かな対応、被災者支援の取組などの自然災害対
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策に、より一層の充実が必要である。 

  34熊本地震や能登半島地震など、近年、国内で発生した大規模災害における

教訓をもとに、あらゆる不測の事態に対して的確かつ迅速な対応が行え

るよう、関係機関との連携・協力の充実による危機管理体制の整備が必要

である。 

第２節 流域全体の関係者で行う災害対策等の推進 

  35 市民の生命や財産を守るため、森林や農地等の保全や事前防災対策に取

り組むとともに、災害発生時には、人命を優先した避難行動をするための

情報を発信するなど、関係機関と連携した対策が必要である。 

  36 河川の改修や下水道整備に加え、調整池などによる洪水調整機能の拡充

や森林や農地が持つ保水機能の活用などの対策を組み合わせた、地域特

性に応じた流域が一体となった治水対策が必要である。 

 

 第６章 安全・安心な暮らしの確保 

第 1節 消防・救急体制の充実 

  37 複雑多様化する救急需要へ適切に対応するため、医療機関や関係機関と

の緊密な連携・協力を一層推進し、さらなる救急・救助体制の充実を図る

ことが必要である。 

  38 効果的な広報活動により、多様な世代に対して消防団への入団を促進す

るとともに、活動しやすい環境づくりに取り組み、地域防災力の充実・強

化を図ることが必要である。 

  39 激甚化・頻発化する自然災害などによる被害を最小限に抑えるため、消防

力の充実を図り、防災関係機関等との緊密な連携・協力を推進し、さらな

る災害対応能力の向上が必要である。 

第２節 交通安全対策の推進 

  40 高齢者の交通事故防止を重点に、関係機関・団体や地域との連携を図りな

がら、市民の理解と協力のもと、広範な交通安全対策を推進していく必要

がある。 

  41 自転車の交通ルールやマナーの啓発に取り組むとともに、電動キックボ

ード等の新たなモビリティへの対応も必要である。 

  42 交通事故相談業務などにより、交通事故当事者への支援の充実も必要で

ある。 
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第３節 犯罪のないまちづくりの推進 

  43 巧妙化する特殊詐欺の被害を未然に防ぐためにも、市民一人ひとりの防

犯意識の高揚が求められている。 

  44 すべての市民を犯罪から守るため、市民一人ひとりの防犯意識の高揚と

地域に密着した防犯活動の推進、防犯に配慮した環境の整備が求められ

ている。 

  45 犯罪などにより被害を受けた人やその家族への支援及び二次的被害の防

止や再犯防止の必要性について、広報及び啓発に努め、市民等の理解を深

める必要がある。 

第４節 健全な消費生活の実現 

  46 消費者トラブルに巻き込まれやすい高齢者や若年層を中心に、消費者教

育や啓発活動などを積極的に行う必要がある。 
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第３部 新たな価値を創造し、未来に挑戦できるまち 

 

第１章 DXの推進 

  １ 市民の利便性向上のため、行政サービスのオンライン手続きの充実やマ

イナンバーカードの利活用の促進等、行政が率先して DXの推進に取り組

む必要がある。 

  ２ 地域の活性化を図るため、行政が保有する各種オープンデータの利用促

進や情報格差の是正等、市民の誰もがデジタル化の恩恵を受けられる環

境づくりが必要である。 

  ３ プライバシー侵害や個人情報の不当な利用、改ざん、情報漏えいなどの問

題に対応するために、最新の情勢に対応したセキュリティ対策の実施と、

市民が安全に ICTを利活用できる体制の構築が求められている。 

 

第２章 快適な生活環境の確立 

第 1節 脱炭素社会の実現に向けた取組 

  ４ 「2050 年カーボンニュートラル」の実現に向け、大分市地球温暖化対策

実行計画に掲げた 2030（令和 12）年度までの温室効果ガス排出量の削減

目標の達成を目指す必要がある。 

  ５ 脱炭素社会の実現に向けて、市民、事業者、NPO等と連携するとともに、

省資源・省エネルギーを意識したライフスタイルや事業活動の見直し、再

生可能エネルギーや水素エネルギーの導入等、長期的かつ効果的な取組

が求められている。 

第２節 循環型社会の形成 

  ６ 循環型社会を形成するため、ごみの発生回避（リフューズ）、発生抑制（リ

デュース）、再使用（リユース）、再資源化（リサイクル）の取組を推進す

ることが求められている。 

  ７ 生産から流通、消費、廃棄に至るまで、物質の効率的な利用やリサイクル

等をさらに進めることにより、天然資源の消費を抑制し、環境への負荷が

より一層低減される社会の構築を目指す必要がある。 

  ８ 家庭ごみの減量とリサイクルをより一層推進するため、食品ロスを含む

生ごみの減量や資源物の分別排出などの取組をさらに進める必要がある。 

  ９ ごみの適正処理を推進し、快適な生活環境を保持するため、ごみの排出ル

ールの徹底や不法投棄の防止に取り組むとともに、新たな廃棄物処理施
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設による安定したごみ処理体制を整備・維持する必要がある。 

第３節 公害の未然防止と環境保全 

  10 工場・事業場に対する基準順守や汚染物質排出低減への指導が引き続き

重要である。 

  11 解体等工事に伴う騒音防止やアスベスト(石綿)の飛散防止対策の徹底、周

辺環境への配慮について指導・啓発が重要である。 

  12 家庭生活において発生する騒音や悪臭などについて、周辺環境に対する

配慮が求められている。 

第４節 豊かな自然の保全 

  13 自然環境は、生物多様性の保全においても重要な役割を果たすため、ネイ

チャーポジティブ（自然を回復軌道に乗せるため、生物多様性の損失を止

め、反転させること）を踏まえた自然の再生と保全を、多様な主体の参加

と長期的な視点で推進していく必要がある。 

  14 生物多様性の確保の重要性について、市民の理解を深めるとともに、自然

環境を保全するための取組をさらに推進していく必要がある。 

  15 自然環境が有する役割や機能を再認識するとともに、市民、事業者、NPO 

等との連携をこれまで以上に深め、生態系の保全、自然保護意識の啓発を

行うなど、官民一体となった取組の推進が求められている。 

  16 環境教育の一環として、小中学生に対し、生態系や外来生物について学ぶ

機会を提供することが重要である。 

 

第３章 活気ある商工業・流通の展開 

第 1節 商工業・サービス業の振興 

  17 生産活動を活発化し、新たな雇用や産業の活力を生み出していくには、既

存企業に対する支援はもとより、企業誘致や創業支援、海外への販路拡大

支援等、継続的かつ持続的な支援が必要である。 

  18 IoT や AI などの先端技術を活用した産業の集積や生産性の向上、業務の

効率化、地場企業の活力の維持と競争力の強化など多様な施策の展開が

求められている。 

  19 事業活動の維持が喫緊の課題となるなか、人材の育成や後継者の確保を

促進し、女性、高齢者、障がい者、外国人など誰もが活躍することができ

る環境の整備が必要である。 

  20 市内外より若者をはじめ幅広い世代が、中心市街地に訪れたくなるよう、
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まちの魅力を高め、にぎわいの創出を図る必要がある。 

 第２節 流通拠点の充実 

  21 卸売市場の施設整備や活性化、管理運営体制などについて、中長期的な方

針を明確化し、生鮮食料品等の流通拠点として健全に発展していくこと

が求められている。 

  22 高速道路網の整備や、港湾施設、交通拠点の機能強化、連結強化など、地

域経済や物流を支えるインフラの充実が求められている。 

 

第４章 特性を生かした農林水産業の振興 

第 1節 農業の振興 

  23 生産者と消費者・食品関連事業者等との交流促進、小・中・高等学校等で

の食育活動や体験活動の支援に取り組み、市民の農業に対する理解を深

めていくことが重要である。また、担い手の確保や人材育成の観点から、

幅広い世代に対して、農業に関心を持ってもらう機会を創出することが

重要である。 

  24 農業・農産物等に関する情報発信やイベント開催などにより、生産者と消

費者・食品関連事業者等との連携を深めることが重要である。また、より

多くの消費者の輪を広げるために、魅力ある加工品を「大分市ブランド」

として位置づけるなど、農産物の付加価値を向上させ、地産地消を促進す

ることが重要である。 

  25 ICTなどの先進技術を利用した生産性の向上、特色ある農産物や加工品の

生産・供給体制の整備、環境に配慮した取組を進めることで、国内外の市

場から求められる競争力のある産地づくりを推進することが重要である。 

  26 効率的な生産活動が行える農地の大区画化などの生産基盤整備や多様な

担い手による多面的機能の維持・保全のほか、地域資源を生かした都市と

農村の交流等を図る必要がある。 

 第２節 林業の振興 

  27 関係機関と連携した就職説明会の実施や学校への出前授業を行い、市民

の林業に対する知識や理解を深めていくことが重要である。また、担い手

の確保や人材育成の観点から、幅広い世代に対して、林業に関心を持って

もらう機会を創出するとともに、労働条件の改善やスキルアップの機会

を増やす必要がある  

  28 生産性の向上に向け、機械化や施設整備に対する支援を行い、大規模生産
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を促進する必要がある。また、ICT等の先端技術の活用を含めた林業の効

率化や省力化を進め、就業環境の改善や技術力向上などを支援すること

も重要である。 

  29 森林の有する多面的機能を効果的に活用するため、間伐などの森林整備

を行うとともに、市民一人ひとりの積極的な森林資源の利用や環境保全

の意識を醸成する取組を行うことが重要である。 

第３節 水産業の振興 

  30 地産地消による消費拡大を進めるとともに、各種イベントの開催や食育

活動を実施することで、市民の水産業に対する知識や理解を深めていく

ことが重要である。また、担い手の確保や人材育成の観点から、幅広い世

代に対して、水産業に関心を持ってもらう機会を創出するとともに、生産

性の向上に向けた取組が必要である。 

  31 水産資源の保全を図るとともに、消費者ニーズの多様化に対応した流通

体制の整備や魚食普及、消費拡大に向けた取組等に対して、ICTを効果的

に活用することが重要である。 

  32 藻場造成等水産資源の維持・増大の取組が必要である。 

 

第５章 魅力ある観光の振興 

  33 市が有する地域資源の魅力を生かしながら、多様化する旅行者ニーズを

とらえた観光コンテンツの磨き上げと発掘が重要である。また、環境にも

配慮した持続可能な観光の実現に向けて、市民や地域の理解が得られる

よう、地域全体で旅行者を迎え入れる環境づくりに努めていくことが重

要である。 

  34 国内外の旅行者に対して、ニーズに適う情報を効果的な媒体を活用し、戦

略的に情報発信していくことが必要である。 

  35 県内外の自治体と協力し、周辺市町村の有名観光地を訪れる旅行者の本

市への誘客や、ビジネス客の市内各地への周遊促進により、滞在時間の延

長と観光消費の拡大を図ることが重要である。 

 

第６章 安定した雇用の確保と勤労者福祉の充実 

  36 多様な働き方と適性に応じた就労機会の拡大に向けた取組や、高齢者等

が生涯活躍できる職場づくりの取組が必要である。 

  37 企業の人材確保・育成の支援、若者の職業意識の醸成、女性・高齢者・障

がい者のさらなる社会進出の促進、外国人材の受け入れに向けた環境整
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備の促進などが重要である。 

  38 長時間労働の是正、在宅就労などの多様で柔軟な働き方の実現、雇用形態

にかかわらない公正な待遇の確保など、雇用労働環境の変化に応じて、国

や県などの関係機関と連携し、問題解決に向けた取組が求められている。 

 

第７章 快適な都市構造の形成と機能の充実 

第 1節 計画的な市街地の形成 

  39 地域の拠点を中心としたコンパクトな都市づくりと交通ネットワークの

連携を念頭に、既存ストックを有効に活用した効率的な社会資本投資を

含め持続可能な都市づくりが必要である。 

  40 地域への誇りと愛着を醸成し、市民一人ひとりが豊かさを実感できる都

市づくりが必要である。また、バリアフリーやユニバーサルデザインに配

慮した都市空間の整備に取り組むことが必要である。 

  41 市民意向の把握に努めるとともに、頻発・激甚化する自然災害や都市を取

り巻く環境の変化等を的確にとらえ、長期的なビジョンに立った都市づ

くりが必要である。また、高度経済成長期において集中的に整備された橋

梁、トンネルなどの都市基盤施設の老朽化が進んでおり、適切な時期に維

持管理を行っていく必要がある。 

  42 自然環境や景観・歴史・文化等、地域の特性を生かした個性ある都市空間

形成を推進するとともに、魅力的で快適に回遊できる都市づくりが重要

である。 

第２節 交通体系の確立 

  43 各地域の拠点を中心としたコンパクトな都市づくりと連携し、だれもが

快適に移動できる持続可能な公共交通ネットワークの構築が求められて

いる。 

  44 国際化の進展や広域交流の拡大に対応するため、広域的な移動を支える

交通ネットワークの強化が求められている。 

  45 環境に優しく、健康増進などに寄与する自転車を活用し、地域における公

共交通との移動手段の最適な組み合わせの実現を図るとともに、歩行者

や自転車、自動車が互いの特性や交通ルールを理解して尊重しあう、安全

で安心な交通環境の創出が求められている。 

  46 先進技術等を利用したより効果的な交通体系の構築を視野に入れた交通

施策に取り組むことで、利用者の利便性向上を図ることが重要である。 
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第８章 安定した生活基盤の形成 

第 1節 水道の整備 

  47 南海トラフ地震をはじめとした大規模な自然災害に備え、管路の耐震化

を促進するとともに、危機管理体制を強化していく必要がある。 

  48 高度経済成長期に整備された管路や施設の更新のための経費の増加が見

込まれており、資産維持のための収益を確保するとともに、事業の効率化

を図ることが必要である。 

  49 本格的な人口減少社会の到来に伴い、有収水量と水道料金収入の減少が

懸念されるなか、独立採算の公営企業として将来にわたり継続的に事業

を行うため、将来の施設更新に備えた積立金の確保や適正な水道料金水

準の維持により、経営基盤を強化する必要がある。 

 第２節 下水道の整備 

  50 汚水処理人口普及率向上のため、下水道の整備促進と、下水道の整備計画

区域外においては合併処理浄化槽の普及促進が求められている。 

  51 国土強靭化計画に基づき、近年頻発する局所的な集中豪雨や大型の台風

への備えのため、雨水管きょや雨水排水ポンプ場などの整備の加速化が

求められている。 

  52 南海トラフ地震や集中豪雨などの大規模な自然災害に備え、施設の耐震

化及び耐水化を図るとともに、危機管理体制を強化していく必要がある。 

  53 今後、施設更新期を迎えるに当たり、経費の増加が見込まれており、資産

維持のための収益を確保するとともに、事業の効率化を図ることが必要

である。 

  54 独立採算を目指し、将来にわたり継続的に事業を行うため、下水道の整備

促進と接続促進による下水道使用料の増収や適正な下水道使用料水準の

維持により、単年度収支の黒字化を達成し、経営を健全化する必要がある。 

 第３節 安全で快適な住宅の整備 

  55 高齢者や障がいのある人、子育て世帯等の住宅確保要配慮者が安心して

生活できるよう、良好な居住環境の整備や住宅セーフティネット制度の

推進が求められている。 

  56 地震発生時の人的、物的被害を未然に防止する対策が必要である。 

  57 空き家の除却や活用促進の支援を進め、活気のある健全な地域社会の形

成が必要である。 
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第４節 公園・緑地の保全と活用 

  58 多彩な自然環境と都市機能が調和する中で、質の高い生活基盤を備え、誰

もが心豊かで健やかに暮らすことができる、魅力的で持続可能な公園・緑

地の維持管理を行うことが重要である。 

  59 市民協働のもと公園を保全し、民間活力の活用を検討する中でさらなる

質の向上に取り組むことが重要である。 

  60 すべての利用者に配慮したトイレや園路等の公園施設のバリアフリー化

及び災害時の一時避難の場としての防災機能の充実など、市民ニーズの

多様化に対応した公園の計画的な再整備を進めることが求められている。 

  61 引き続き、公園や緑地における自然機能の活用を推進し、緑豊かな環境を

次世代に継承していくことが必要である。 
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【第３期大分市総合戦略について】 

・大分市の人口は２０１６年をピークに減少を続けており、今後さらに減少の加

速化が予想される。人口減少に歯止めをかけるためにも、結婚や、妊娠・出産、

子育ての希望をかなえる環境づくり等の自然減抑制のための施策と福岡県や

東京圏を中心とした大都市への人口流出を抑制し、転入を促す社会増施策の

２つの対応を進めていくことが求められる。 

・今後も当面、人口減少は避けられないことから、持続可能なまちづくりや自治

体間の広域連携の推進、様々な分野におけるＤＸ（デジタル・トランスフォー

メーション）の推進等による、人口減少社会に適応するための施策展開が必要

である。 

・女性や若者、高齢者、障がい者、外国人など、多様な人材が活躍できる環境を

整備するとともに、民間企業の活力の活用や市民協働によるまちづくりによ

り、地域の魅力向上や活性化に取り組むことが必要である。 
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【おわりに】 

本委員会は、市政運営の基本指針として市の最上位計画である「大分市総合計

画基本構想・第１次基本計画」と併せ、地方創生に関する取組をさらに進めてい

くための「第３期大分市総合戦略」について、私たち市民にとって、幸せを実感

できるまちづくりを分かりやすく示すという観点で、市民の立場から真摯に検

討を行ってきた。 

計画等の策定に当たっては、大分市を取り巻く課題や変化を踏まえて現状を

しっかりと分析し、新たな課題やニーズを的確にとらえた上で、これらに対応す

る政策・施策展開が図られる計画等とすることが望まれる。 

また、市民の意見の反映については、本委員会の提言やパブリックコメント等

で寄せられた市民の声を重視した計画等とすることを求めたい。 

さらに、市民の意見を反映することは、計画等の策定時にとどまらず、策定後

においても求められるものであるため、政策・施策の実施にあたっては、市民へ

の進ちょく状況の説明を十分に行い、市民ニーズを的確に把握したうえで、効果

的・効率的に実施することを期待する。 

以上が本委員会の提言である。この提言が「大分市総合計画基本構想・第１次

基本計画」と「第３期大分市総合戦略」に生かされることを希望する。 


